【販売業者用】
様式第１号 (第３関係)



農業用被覆資材価格高騰緊急支援事業　登録販売事業者認定申請書


                                                                 令和８年  月  日



徳島県農業協同組合中央会会長　殿


所在地　
事業者名   　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　  　



農業用被覆資材価格高騰緊急支援事業登録販売事業者認定要領第３に基づき、関係書類を添えて申請します。

記
　　　様式第１－１号のとおり



　　　　

















【販売業者用】
（様式第1－1号）


農業用被覆資材価格高騰緊急支援事業　登録販売事業者認定申請書添付資料

１　資材販売事業者の概要
	事業者名
	

	代表者の役職・氏名
	

	所在地
	〒


	事業担当者の連絡先
	所属・役職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	



２　誓約・同意事項
　　事業申請に当たって、次の事項を誓約・同意するものとする。
	以下の内容について誓約・同意する
	チェック欄
	

	（注）誓約・同意事項の内容を確認の上、右上のチェック欄に〇を記載すること。
１　本事業に係る報告や立入調査を求められた場合に応じます。
２　本事業の実施内容が確認できる証拠書類について、交付を受けた年度の翌年度から５年間保管し、求められた場合は提出します。
３　過去に徳島県内の農業者を対象として農業用被覆資材を取り扱った実績があります。
４　登録認定後、ホームページ等で事業者名を公表することに同意します。
　（事業者名、所在地（大字まで）、連絡先（電話番号））
５　暴力団又は暴力団員等が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。また、自己又は自社の役員等は次のいずれにも該当する者ではなく、かつ、将来にわたっても該当しません。
６　事業に係る経理及びその他の事務について適切な管理体制及び処理能力を有しており、期限内に事務手続きを完了することができます。
７　支援対象者（農業者）に対し、口座振込により支援金を交付することができます。
８　本事業の趣旨を理解し、対象となる資材の販売にあたっては、適正な価格で取引を行います。補助金の交付が行われることを理由とした不当な価格の引き上げは一切行いません。
９　支援対象者（農業者）からの申請の取りまとめにあたり、見積書、納品書、請求書及び領収書等について、日付、金額、品名等の改ざんや虚偽の作成を一切行いません。
10　申請内容に不正があったなど必要がある場合は、補助金の交付を受けた事業者名等の情報が公表されることに同意します。
11　補助金の交付を受けた後、県が虚偽や不正の申請であると認定した場合は、補助金の返還や必要な加算金の支払いに応じます。


　
